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研究の目的と方法
１．研究の目的
(1) 教育裁判と障害児教育裁判
教育にかかわる裁判は、憲法・教育基本法体制のもとですでに相当の量と蓄積を持っている。「教
育裁判」とは、一般に「教育をめぐる裁判」を指すが、一口に教育裁判と言っても、それには例え
ば、幼児教育、家庭教育、学校教育、社会教育等様々な領域のものが含まれる。「障害児教育裁判」
（以下、「障教裁判」と記す）は教育裁判の一領域を占めており、この領域は、教育裁判一般と関連
を有しつつも、なお独自な検討を要するはずである。しかしながら、例えば『教育判例百選』（1973
年版、1979年第 2版、1992年第 3版）には、「障教裁判」の項目は設定されていない。因みに、第
3版で新たに「いじめ裁判」の項目が設定されており、それはおそらく、教育裁判の中で「いじめ裁
判」が重要な領域をなすに至ったと考えられるからであろうが、「障教裁判」については、今に至る
まで依然として項目には挙げられておらず、教育裁判において「障教裁判」の位置付けがはっきり
していないことが窺われる。
教育裁判研究の目的は、教育法論理を明らかにすることであり、日本の教育で何が起きているか
を知ること等にある。「障教裁判」においても教育裁判と同様に、障害児教育をめぐってどのような
紛争があり、紛争解決のためにどのような法論理が使われているかを追究することが、その研究目
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的として挙げられる。したがって、「障教裁判」の研究は、教育裁判全体と関連させながら、障害児
教育に独自な諸問題について検討することに、その意義があるのである。
なお、用語について一言すると、学校教育法等では従来「特殊教育」の語が用いられていたが、
平成 13年度、文部科学省はそれまでの「特殊教育課」を「特別支援教育課」へと名称変更・組織改
編した。また、平成 17年には、中央教育審議会答申「特別支援教育を推進するための制度の在り方
について（案）」（2005年 11月 21日）で、「特殊教育から特別支援教育への転換」が示され、「一人
一人の教育的ニーズに応じた支援」という教育理念のもと、「特別支援教育」という名称を用いて実
施体制の整備を提言している。「特殊教育」は名実ともに「特別支援体制」に変更されつつあるわけ
であるが、本論文では「障害児教育」の用語を使用する。
(2) 先行の「障教裁判」研究
これまでの「障教裁判」研究を瞥見すると、障害児の教育を受ける権利を高め、確認するという
方向でのものが主流を占めてきたように思われる。すなわち、事故、セクハラ等の事件を、もっぱ
ら子どもの教育を受ける権利や人権の保障・確立という角度から扱うことが、一般的な傾向であっ
た。そのことは、例えば次のような文献を見るとき、如実に分かる。障害問題人権弁護団編『障害
児をたたくな』（1998）明石書店、中野進『在学契約上の権利と義務「個人の尊重」を中心にすえて』
（1999）三省堂、児玉勇二・池田直樹編著『障害のある人の人権状況と権利擁護』（2003）明石書店、
松友了編著『知的障害者の人権』（1999）明石書店、厚生省大臣官房障害保健福祉部障害福祉課監修
『知的障害者の人権を守るために』（1999）中央法規、浪本勝年・箱田英子・岩崎政孝・吉岡睦子・
船木正文『教育判例ガイド』（2001）有斐閣、平田厚『知的障害者の自己決定権』（2000）エンパワ
メント研究所、子ども性虐待防止市民ネットワーク・大阪編『白書スクール・セクシュアルハラス
メント 実態・防止・解決』（2001）明石書店、恩寵園の子どもたちを支える会編『養護施設の児童
虐待 ―たちあがった子どもたち』（2001）明石書店、宮永潔・羽生田博美『マニュアル障害児の学
校選択 ―やっぱり地域の学校がいい』（1999）社会評論社、津田玄児編著『子どもの人権新時代』
（1993）日本評論社。
インターネット上では、最高裁判所の「裁判例情報」、行政のHP、「大阪高法研」HPの「教育裁判
例出典検索」等から「障教裁判例」が見られる。他に「障害者関係差別事件」を年月日順に扱った
「Wave」、「特定非営利活動法人子どものための民間教育委員会」HP、「福祉ニュース」、個々の裁判
における支援団体や、人権、教育権を世論に訴えているHPなどからも見られるが、いずれも概ね、
被害に遭った障害児たちの権利・利益を守り、救済するという方向性において作成していることが
認められる。
人権ないし教育権問題は障害児教育の最も基本的な課題の 1つであるが、それだけに着目すると
問題が重すぎて細部に目が届かず、十分論じきれないものを感じる。障害児の権利の実現と充実と
いう問題を前面に掲げることにより、障害児教育にかかわる教師や親、そして子どもたちにとって
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の日常的・個別的・具体的・現実的課題が隠れてしまい、却ってリアリティを欠いてしまいかねな
いようにも思われる。また、これまでの「障教裁判」の検討は、個々のトピックを取り上げて支援
的になされることが少なくなく、「障教裁判」を教育裁判全体との関連において論じることについて
は、必ずしも十分とは言いがたい面もあるように思われるのである。
(3) 本論文の意図
以上のことから、ここでは次の 3点を本論文の意図とする。第一に、教育裁判の中に「障教裁判」
を位置付けながら、なおそれが独自な分野をなしていることに着目し、第二に、障害児教育をめぐ
るトラブルで、親は何を求め、どうしようとして裁判に訴えてくるのかを裁判例から窺い、第三に、
「障教裁判」を見ることによって、この国が抱えている障害児教育の現実を認識することである。
「障教裁判」では、主として原告が子どもや親であり、被告の多くは学校の設置主体ないし教師
の任免権者たる自治体である。子どもが教育の場でどのようなトラブルに巻き込まれ、親はどのよ
うなことを不満として学校にクレームをつけ、学校・教師はどのような対応をし、さらに親は何を
目指して裁判に持ち込むのか、学校は、当該トラブルに関し、それを未然に防ぐためにどのような
手立てを講じ、あるいは講じなかったのか、システムの問題はなかったか、等々の事情が、そうし
た「障教裁判」を通じてあぶり出されてくる。一方で、教師の側が訴訟を提起する場合もある。そ
こでは、教師は学校現場でどのような問題を抱え、訴訟に持ち込むのかが、訴訟を通じて明らかに
されてくるのである。裁判所はこれら子ども・親・教師の訴えにどのような法的判断を下し、それ
は障害児教育界及び社会にどのような影響を及ぼしていくのか。本論文は、こうした点をできるだ
け明らかにしようと意図し、「障教裁判」を検討することによって、障害児教育の諸課題を見出し、
障害のある子どもにとって学校とは何か、学びとは何か、また障害児教育に携わる教師に求められ
る専門性とは何か等を考察しようとするものである。
２．研究の方法
(1) ?障教裁判」の範囲画定
ところで、具体的な裁判事案が「障教裁判」に含まれるかどうかの線引きは、人によって異なり、
主観的判断となりうることを免れない。ここで対象とする「障教裁判」は、盲・聾・養護学校、普
通学校における「特殊学級」など、学校教育との関連で生じるものを主とする。福祉施設での問題
や障害児そのものの問題（例えば胎児の出生前診断等に係る医療裁判）は、それ自体は重要である
が本論では除くこととした。ただし、幼児や学齢期の子どもの療育施設での事故や、学生の年金等
社会福祉に関連する事件などは、多かれ少なかれ教育問題に関わりを有するという意味で、考察の
対象に含めた。
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(2) ?障教裁判」の分類
?判例時報」「判例タイムズ」「判例地方自治」などの判例登載誌によって筆者が把握しえた障教裁
判事案は、本論文末尾の付表で示したとおり、77件である（事件 7や 13のように、事件としては同
一であっても、訴訟物が異なるものを別に数え、また、審級ごとに別に数えると、その数は延べ 113
件である。）。これまでの「障教裁判」研究では、事件数がさほど豊富でないということもあり、そ
れらを分類するということにはあまり関心が払われないできたようである。全体としてどのような
流れになっているかを把握し、それにはどのような視点でどのような分類が可能であるかは、今後
さらに裁判例が多くなっていくに伴って種々論が試みられるであろうが、さしあたっての整理とし
ては、例えば、子どもの発達段階に応じて、「幼稚園」「小学校」「中学校」等と整理することも可能
であり、また、当事者に着目して、「親と子の問題」「親と教師の問題」「子どもと教師の問題」など
に分類することもできるであろう。あるいは、障害児教育を実施する側から、場面ごとに「登下校」
「学習活動」「移動」「排泄」「摂食」等に分類することも可能であろう。さらには、障害児教育に何
が提供できるかという視点から、「医療的ケア」「教育的ケア」といった分類も考えてよいかもしれ
ない。
本論文では、障害のある子どもたちを取り巻く学校の教育的・物的・人的条件のあり方という視
点から、「障教裁判」を大まかに、「教育・訓練指導のあり方をめぐる裁判」「教育・生活環境のあり
方をめぐる裁判」「担当教師のあり方をめぐる裁判」の 3つに分類することとした。もとより、この
3分類は仮説的なものにすぎず、今後裁判事例が豊富に蓄積されていくにしたがって訂正が施され
る必要がある。また、この 3分類は便宜的でもあり、各分類が画然としたものとは言い難く、相互
に重複し合っている部分もありうる。したがって、ある事案がどの分類に属するかが自明である場
合はむしろ少なく、どちらに属させることも可能なものが少なくない。
そこで、以下、付表に掲げた全 77件の 1つ 1つを、ともかくもこの 3分類のいずれかに割り振っ
てみると、次頁の表 1のとおりである（事件番号は付表による）。前述したように、各事案がどの分
類に属するかは必ずしも一義的に明確とは言い難く、複数の分類に割り振ることもできる例が少な
くないが、各事案が主として何を主張して訴訟に及んだものであるかに着目し、どれか 1つに分類
しておいた。その点である種の主観性は免れないことをお断りしなければならない。
上記 3分類中、数の上で最も多いのが「教育・生活環境のあり方をめぐる裁判」で、77件中 40件
である。次いで「担当教師のあり方をめぐる裁判」が 21件であり、「教育・訓練指導のあり方をめ
ぐる裁判」は 16件である。
?教育・生活環境のあり方をめぐる裁判」が多いのは、障害児教育にあっては保護者が、子どもの
教育・指導のあり方よりもむしろ、子どもを取り巻く生活環境のあり方に直接の大きな関心と要求
を抱き、それが具体的な事件において率直に表面化するからかもしれない。教育・生活環境の未整
備なために生じるトラブル、例えば学習の場が確保されない等の問題や、人的環境不良（教師によ
るセクハラ、暴行等）などに関して、問題発生後、当事者同士の解決に向けた話し合いなどでは
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が明かずに、最終的に法的判断を望んで裁判を起こしているのであり、これを契機として、子ども
にとって学校さらには学校環境とは何かが争われることになると思われる。そしてこの、障害児を
めぐる教育・生活環境のあり方に関するトラブルは、裁判に持ち込むに至らずに表面化しないケー
スが、実際には多数あるに違いないと思われる。
表１ ?障教裁判の分類」
分類項目 裁判例（№は付表のもの)
1 「教育・訓練指導のあり方をめぐ
る裁判例」
4、12、13、14、15、22、26、27、28、29、31、34、36、56、
65、75
 
2 「教育・生活環境のあり方をめぐ
る裁判例」
5、 6、 7、 8、10、11、16、17、18、19、20、24、25、30、
38、43、44、45、46、48、49、52、53、58、59、60、61、62、
63、64、66、67、69、70、71、72、73、74、76、77
 
3 「担当教師のあり方をめぐる裁判
例」
1、 2、 3、 9、21、23、32、33、35、37、39、40、41、42、
47、50、51、54、55、57、68
教育・訓練指導のあり方をめぐる裁判例
障害児教育の中心的な場面が学校であり、学校は計画的・継続的に障害児教育を行っているので
あるが、それだけに、そのあり方をめぐって、子ども・保護者と学校・教師との間で種々のトラブ
ルが生じ、訴訟に至ることも少なくない。ここではそれらを、指導方法に関するもの、教育評価に
関するもの、事故に関するもの、治療・訓練に関するものに分けて紹介する。
１．指導方法
知的障害を有する子どもたちの指導の一環として生じるトラブルとして、しつけ・懲戒・体罰に
伴うものがある。しつけは、子どもに望ましい生活習慣を身につけさせるものであり??、一般的に
は、子どもの判断力が未発達な幼児期に行われる。懲戒は、一定の教育上の義務違反に対する制裁
としての懲戒と、学校の秩序を維持するための懲戒があり、懲戒権は明治 30年代以降に確定した??。
体罰 Corporal Punishmentは、田中不二麿が『米国学校法』（1878年）巻 4において、ニュージャー
ジー州学校法 81条を「何レノ教師タリトモ本州ノ学校ニ於テ児童ノ身体ノ懲罰ヲ加フ可カラス」と
訳し、1879年（明治 12）の教育令第 46条（「凡学校ニ於テハ生徒ニ体罰（殴チ或ハ縛スルノ類）ヲ
加フヘカラス」）で「身体の懲罰」の短縮形である「体罰」が造語された??のが始めである。いずれ
も学校では、教師の教育指導に際して行われることが多く、したがって、それに伴うトラブルも起
きやすい。ここでは、県立聾学校中学部の生徒が体育大会練習中に教諭から暴行を受けた事件に関
する裁判例を紹介する。
事案は、県立養護学校中学部 2年（マンツーマン担任制）に在籍していたダウン症候群の障害を
有するXが、体育大会に向けてのリレー練習中、立ち上がらずにぐずっていたところ、担任と副担
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任が抱きかかえ、無理やりスタート地点に連れて行き、その際副担任がXの顔面及び胸部付近を強
い力で殴打してXが受傷、その後Xは咳の症状が慢性化し、不眠、チック症状等心身の不安定さを
増したとして、Xが県に対して損害賠償を請求したというものである。判決は殴打を暴行と認め、
次のように述べている。「本件暴行は当然のことながら違法なものである。被告（県）は本件暴行を
『体罰』という言葉で表現しているが、前記認定のとおり、（副担任）は腹立ち紛れに原告（X）を
殴りつけたこと、（X）は精神発達が 2,3歳の幼児程度にとどまるダウン症児であることからすれば、
本件暴行はなんらの教育的効果も期待できないものである。すなわち、本件暴行は、教育現場で起
こりがちな、いわゆる『体罰』とは異なり、単なる暴力行為というほかない違法性の強い行為であ
る」（神戸地裁平成 17年 11月 11日判決 判例時報 1918号 48頁）。
障害児を力で抑える教育を幼児期から行っていると、体の大きくなった中学部・高等部では、も
はや体格のよい男性教師しか担任が務まらなくなる。法律で禁止している体罰を加えることは論外
として、「力によるしつけ」が知的障害を有する子どもにどのような心身の影響を与えるか、単に子
どもの人権という面からのみでなく、その教育的効果という面からも、十分に検討されなければな
らない。障害児教育の免許を有しない教員が高い割合を占める養護学校もあるが、教員が子どもた
ちの障害の特性を理解していれば、暴力など振るわずに教育指導できるはずである。この事案では、
言語表現のできない子どもがともかくも親に教師の暴行の訴えをし、あざ等の受傷が明確であった
ために立証できたが、裁判では障害児の証言に信憑性がないと判断されるケースもある。証言能力
の乏しい障害児の訴えをどのように汲み取ればよいのか、という問題とともに障害児教育に携わる
教師の専門性や教育方法を問う事案である。
２．教育評価
教育評価は一般に、評価対象が教師自らの教育内容や指導法であるものと、学習者の理解や発達
の度合いであるものとの 2つに大別される。天野正輝は、評価を「ある価値基準に照らしてみて活
動の状態を値踏みし、価値判断して調整活動することである」??と定義づけ、教師の側から見れば、
「教育の効果をよりいっそう高めるために、子どもの発達水準、教育の過程、教育のための諸条件、
指導の成果などに関するさまざまな情報を収集し、これを目的・目標に照らして価値づけを行い、
指導の改善を図るための決定を行う一連の活動を指して用いられる」ものであり、児童・生徒の側
から見れば、「学習活動を振り返り、目標の立て方、活動の取り組み、結果を点検・確認して、成功
感を得たり、次の活動への目安と意欲を喚起するものである」と述べている。
しかし、障害児教育における評価を論じた文献は多くない??。橋本重治は、障害児教育における教
育評価の役割や目的を、普通の学校と同じではあるが具体相でかなりの相違と評価の困難性がある
と述べている。特に重度・重複障害における教育評価は、評価法に関する研究成果が乏しく、障害
の状況及び程度がさまざまであり、評価もケースバイケースになることや、既成の発達検査による
評価は不可能である場合が多いこと、また、発達が微細で変化がとらえにくい等の評価の困難性を
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挙げている??。そして、これら評価は数量的な処理をすることは困難であり、多くは担当教師の日々
の観察等の記述によるために、評価に主観的・感情的なものが先行しやすい点を指摘している。障
害児の教育においてはそもそも教育評価などすべきではない、との見解もありえよう。
ここでは、障害児教育の評価そのものが争われたわけではないが、それと関連すると思われるも
のとして、小学校指導要録・就学指導調査個票開示請求事件を取り上げる。脳性まひを有する中 3女
子Aの親Xが、子どもの小学校 1年～3年当時の各指導要録及び各就学指導調査個票の開示を請求
したところ、不開示決定を受けたことから、市の情報条例に基づき、市に当該決定の取消を求めた
事案である。具体的には、原告Xは、指導要録の指導記録中、各教科の学習記録の「所見」欄、特
別活動の「事実及び所見」欄、行動の記録の「所見」欄、「指導上参考となる諸事項」欄、「備考」
欄の開示を請求したのである。判決は、指導要録の出欠の記録中の「備考」欄、及び、就学指導調
査個票中の「知能指数」「検査日」「検査名」を開示すべしとしてX側の請求を一部認容し、その余
を棄却した。「検査月日及び検査名は客観的な事実である。これに対し、知能指数は、知能検査によっ
て知能の程度を表わす指数であり、個人の評価又は判定に関する情報の側面を有するが、客観的な
検査の結果に基づく判定であり、就学指導調査個票の記入者の評価、判断等の入り込む余地は無い。
以上のとおり、上記各欄のうち、検査月日及び検査名の各欄に記載される情報は、いずれも客観的
事実に関する情報であるから、これらの情報は本条例 13条 2項 2号にいう『個人の評価、診断、判
定、選考、指導等に関する情報』であると認めることはできない。他方、上記各欄のうち、知能指
数欄に記載される情報は、同号にいう『個人の評価、診断判定、選考、指導等に関する情報』であ
ると認められるが、この情報が客観的な検査の結果に基づく判定であり、記入者の評価、判断等が
入り込む余地のない情報であることからすると、これを本人に開示することとしても、それにより
児童生徒又は保護者と記入者等との間でトラブルが生じたり、また、これらを記載する教師等がそ
の記載を躊躇するなどの弊害が生じるとは認められないから、同条例 13条 2項 3号に規定する『実
施機関の構成または適切な職務の執行が著しく妨げられると求められるもの』に該当するともいえ
ない」。もっとも、評価は児童生徒の良いところだけではなく、マイナス面の記載もある。現時点に
おいてこれらを「公開した場合、生徒の自尊心を傷つけ、学習意欲や向上心を低下させたり、生徒
又は保護者の無用な反発や誤解を招いて教師や学校に対する不信感を抱かせるといった前記弊害は
避けがたいというべきである」（静岡地裁判決平成 14年 10月 31日 大阪高法研ホームページ掲
載）。
知能検査や発達検査は知的障害者手帳交付の際の認定基準となる。また、普通学級、特殊学級、
あるいは知的障害養護学校への就学を決める目安の一つとして用いられる。しかしながら、教育現
場では知能検査の結果を重視して教育活動を行っているわけではいない。障害児教育にあっては子
どもの何を評価するのか、そもそも「教育評価」は必要不可欠なのか。教育現場での評価は、子ど
もの活動や学習を見る教師の「プロの目」でなされる。授業内の子どもの問題行動が子どもの困難
の訴えであるなら、それは子どもへのマイナス評価ではなく、教師の授業改善のための評価となる
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はずである。本件は、直接的には開示・非開示の問題ではあるが、障害児教育における教育評価の
あり方そのものを考えさせるケースであるとも言えよう。
３．指導中の事故
指導中の事故とは、学校内外の学習中に起きた子どもの事故、登下校中の事故、また、休憩時間
中の事故などであり、具体的には転落・墜落、転倒事故、体育活動中や各種作業中の事故、遊具の
事故、危険な遊び等に伴う事故である??。障害児の場合、わずかな衝撃で骨折したり、また、転倒し
たことでそれまで歩けていた子どもが車イスの生活になったり、原障害に加えてさらに重度の障害
を負ったり、命を落としてしまうことにもつながる。したがって、学校経営において安全管理・危
機管理体制は十分であるか、教師の危機管理意識はどうであるか等について、普通学校以上に注意
を払わなければならない。以下に、府立養護学校の授業終了後、要配慮児童（脳梁欠損症、多動性）
が外出し列車にはねられ死亡した事件の裁判例を紹介する。
事案は、授業を終えて教師が児童A（当時 8歳）のいる教室ドアに鍵をかけ、5分後に戻ってみる
と、Aは開いていた窓から教室外に出て、フェンスを乗り越え学校敷地内に飛び出し、JR線の列車
にはねられ死亡したもので、遺族である保護者が府に対し、安全配慮義務違反に基づく損害賠償を
請求したものである。Aは脳梁欠損症で、満 1歳 6ヶ月程度の知能であり、常に動き回り突発的な行
動をとることの多い多動性を有していた。判決は、養護学校の安全配慮義務について次のように述
べて請求を認容した。「養護学校は、精神薄弱者、肢体不自由、病弱者に対して、幼稚園、小学校、
中学校又は高等学校に準ずる教育を施し、併せてその欠陥を補うために必要な知識技能を授ける目
的で都道府県が設置しているものである（学校教育法 71条、74条）。そして、養護学校へ入学する
児童ないし保護者と、養護学校ないしその設置、経営者である都道府県との間で、前示教育の授業
を中心とした学校利用関係に基づいて特別な社会的接触に入ったものの付随的義務として養護学校
（都道府県）が児童側に対して信義則上児童の生命及び健康等を危険から保護するよう配慮すべき
責任を負う。特に養護学校の場合は、前示のとおり精神薄弱者等の要保護児童を預かるのであるか
ら、児童の特性と具体的状況に応じた万全に安全保障設備ないし児童の保護体制を確立すべき信義
則上の安全配慮義務がある」（京都地裁平成 5年 3月 19日判決 判例地方自治 115号 39頁）。Aが
乗り越えたフェンスは、過去に同児が 2度乗り越え、他の児童数名も同様に乗り越えて外出してお
り、養護学校はそれを認知していた点、また、乗り越えること自体は必ずしも困難ではないという
設置上の欠陥があったことから、判決は、学校側の安全配慮義務違反による損害賠償請求を認容し
たのである。
養護学校は、普通学校よりも教員一人あたりの児童数が少なく、教師の目が行き届くため学校事
故の発生が普通学校に比べて少ない筈であるが、実際には、他にも養護学校の児童が校外学習中車
にはねられ死亡した事故（東京地裁昭和 60年 2月 14日判決 判例時報 1194号 89頁）のように、
教師が一瞬目を離したことから大事故につながった例がある。障害児教育におけるリスクマネージ
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メントは、学校経営面での大きな位置づけが必要である。
４．訓 練
日本の養護学校では教育的ケアと医療的ケアの区別がさほど明確ではない。アメリカでは治療・
訓練は医療的ケアに分類され、専門職がそれを担っている。日本では看護師に任されていた吸引や
簡単な医療的業務等も徐々に教師の手に移行しており、肢体不自由養護学校や訪問教育において求
められる教師の専門性はかなり広範に及んでいる。以下に、養護教諭が障害児（脳性まひによる四
肢体幹機能障害）に動作訓練を施した際に、児童が骨折し死亡したことについての損害賠償請求事
件を紹介する。
養護学校教諭が訪問教育中、脳性まひによる四肢体幹機能障害のA（11歳）に、動作訓練を施し
た際、あぐら様の姿勢をとった子どもの背中を教師が後方から押したことにより、Aが大腿骨を折
り、その結果脂肪塞栓を発症して死亡した。そこでAの保護者が県に対し損害賠償を請求。判決は
次のように述べて教諭の過失を認定し、請求を容れた。「養護教諭が障害児に動作訓練を施す場合に
は、その職務上、対象児童の健康状態に十分な配慮をし、身体に危険のないよう注意する義務を負っ
ているものであり、場合によっては、医師とも連絡を取る義務があるところ（……）、本件のように、
特に重度の障害児の動作訓練の場合には、前述の通り、ささいな外力で骨折等の障害が生じるおそ
れがある以上、医師と協議するなどして、健康状態について正確に把握した上で、障害児の状態を
注視しつつ慎重に指導を行う必要があったといえる。ところで（教師 B）は、本件指導に先立って、
（A）の下半身の状態が従前と比べて安定性に欠け、（A）に脱臼の疑いがあることも認識していた
のであるから、（教師 B）自身が医師と直接連絡をとったり、原告らとともに病院に行くなどして、
（A)の足や腰部の状態を正確に把握し、座位保持訓練によって身体に危険が及ぶ可能性がないか
を慎重に検討し、さらに、当該訓練において（A）に何らかの負荷をかける場合には、（A）の身体
の状態に注視し、（A）の身体に過度の負担がかからない姿勢であるか否かを確認する義務があった
ということができる。しかるに、（教師 B）はこれを怠り、（A）の足や腰部の状態を正確に把握する
ことなく漫然と訓練を開始した上、（A）があぐら様の姿勢をとっていたことを見過ごして背後から
圧力をかけた結果、右大腿部を骨折させたものと認められる。したがって、（教師 B）には過失があ
ることが明らかである。」（大分地裁平成 16年 7月 29日判決 判例タイムズ 1200号 165頁）。
?障教裁判例」の中で、訪問教育の際の訓練時に発生した死亡事故は、少なくとも筆者が把握しえ
ているものとしてはこれだけである。動作訓練とは、脳性まひ等の障害を持つ者に対する訓練で、
「ゆるめ」（リラクスゼイション）や体を立てる「タテ系動作訓練」を特徴とし、トレーナーの講習
や資格認定は心理リハビリテーション学会が行っている。養護学校の自立活動（養護・訓練）は、
「生徒の障害の状態により、必要に応じて、専門の医師及びそのほかの専門家の指導・助言を求め
るなどして、適切な指導ができるようにするもの」??でなければならない。一般に四肢体幹機能障害
等を有する子どもの体は骨折しやすく、座位姿勢保持も不安定であり、その点から訓練自体に一定
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の危険性が内在している。日本の障害児教育においては、教師が教育のみならず訓練の分野の専門
性を有し、またそれが求められることが通例である。また、学校で各種訓練法のうちどの訓練法を
採るかについては、個々の担当する教師に任されているようであり、学習指導要領にも明確な記載
はない。教師には、子どもに起こりうる危険を予見し、適切な措置をとるべき高度の安全義務配慮
が要求される。
なお、この事案では、原告は 4413万円の逸失利益を主張したが、裁判所は、児童の障害の程度が
極めて重度であり、事故がなかったとしても将来全介護の状態が継続し就労不可能であるという点
から、逸失利益を否定している。「我が国の損害賠償制度は、不法行為によって現実に発生した具体
的損害を、金銭賠償の方法をもって塡補することを目的としている。（略）人間は、千差万別の生活
利益を得ているのであるから、仮に外見上同程度と見られる人身障害があった場合であっても、こ
れによって被害者が現実に被る具体的不利益は一様ではなく、かかる一様ではない事実に基づき損
害賠償額を算定する以上、被害者によって損害額に差異が生じるのは当然で、憲法上の平等原則に
反するとはいえない」と。
本件は、障害者の「命の値段」が問われた裁判でもあった。訓練においては常に危険を有してい
ることを考慮にいれ、細心の注意が払われなければならないことを認識させられる事案である。
教育・生活環境のあり方をめぐる裁判例
１．学習環境
(1) 就学・進級
障害者の入学をめぐる裁判では、昭和 46年度の大阪教育大入試において身体障害の受験生が健康
診断で不合格となったことに端を発した大学当局と学生との紛争事件（大阪地裁昭和 50年 5月 27
日判決 判例タイムズ 325号 137頁、判例時報 786号 22頁）がおそらく最初であろう。昭和 54年
に養護学校設置が義務化されたが、義務教育での障害児の統合教育をめぐる裁判では、花畑東小学
校自主登校事件（東京地裁昭和 55年 9月 9日判決、東京高裁昭和 57年 1月 28日判決 判例タイム
ズ 474号 242頁）がその始めである。花畑東小事件の控訴審判決は、障害児教育の理念から統合教
育の意義を認めながらも、教育機関の人的・物的設備が整わない段階を考慮すれば、分離教育が直
ちに憲法 14条、25条、26条に違反するものではないとした。さらに、「（障害児 B）個人の教育とい
う観点からこれを考えてみるに、（B）の人生は一回限りのものであり、教育を受ける権利もくり返
すことはできないのである。（B）の成長は、荏 と制度の発達をまつことはできず、教育は行なう
べき年代において行なわなければ、そのおおかたの意義を失うものである。また、同児を残して先
に世を去ることが確実な両親が、教育制度の現状にあきたらず、教育理念、教育手段の進展を待ち
得ないとする焦燥感をいだくことはけだし当然のことと思われる。制度は常に社会の進展におくれ
て改革されるものであるから、この過程において、個人の行為が仮に形式的に成文法に抵触するこ
とがあっても、実質的に違法の評価ができない場合があるのである。」と、親の心情を汲み取りつつ、
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理念は理念として、現状では今ある Bの学びの保障を享受するよう示唆している。
この訴訟を皮切りに、障害児の普通学校入学をめぐって各地で支援運動や人権申し立てが広がっ
た。以下は、こうした動向の中で提訴された事案で、障害者の学校選択権、学習権保障の裁判例と
してしばしば紹介されているものとしては、次のようなものがある。小中一貫教育の私立中学への
進学を精神障害を理由に拒否された生徒の在学関係仮処分申請事件（東京地裁八王子支部平成元年
6月 23日決定 認容 判例時報 1323号 97頁）、学力試験には合格ラインに達していたが筋ジスト
ロフィーのため入学不許可となった少年の入学不許可処分執行停止申立事件（神戸地裁平成 3年 7
月 22日決定 却下・即時抗告 判例タイムズ 775号 92頁、大阪高裁平成 3年 11月 15日決定 抗
告棄却・確定 判例タイムズ 780号 164頁）、同入学不許可処分取消等請求事件（神戸地裁平成 4年
3月 13日判決 一部認容・確定 判例タイムズ 780号 141頁）、車イス生徒の特殊学級入級措置処分
取消訴訟（旭川地裁平成 5年 10月 26日判決 判例タイムズ 853号 90頁、札幌地裁平成 6年 5月 24
日判決 控訴棄却・確定 判例タイムズ 854号 102頁）。 また、就学前教育では、障害児保育所入
所拒否国家賠償請求事件（さいたま地裁平成 16年 1月 28日判決 判例地方自治 255号 78頁）、町
立幼稚園障害児入園不許可事件での仮の義務申し立て事件（徳島地裁平成 17年 6月 7日決定 判例
地方自治 270号 48頁）、等々。
ここでは、普通学級から養護学校高等部への入学が事実上閉ざされている教育委員会の指導通知
の取消しを求めた入学願書不受理処分取消請求の裁判例をみる。Xは幼少時から知的障害の判定を
受け、小学校入学時に特殊学級を勧められたが、両親の強い希望で市立小学校の普通学級に入学し
た。在籍中しばしば特殊学級編入の勧めがあったが応じず、中学校を卒業した。その後、X及びそ
の両親は養護学校高等部への入学を希望したが、教育委員会は入学資格を中学校 2年次終了までに
養護学校中学部または中学校特殊学級在籍者に限定するものと募集要項に定めており、Xは応募資
格がないとして入学願書が受理されなかった。そこでXは、市に対し、入学願書不受理処分取消及
び損害賠償を請求したのである。判決は次のように述べて請求を却下した。「養護学校高等部は義務
教育と異なり、設置目的等に基づき応募資格に限定を付けることは設置者の裁量の範囲内である。
そして、京都市教育委員会が管理運営について権限を有する義務教育諸学校で特殊教育を受けたも
の（養護学校中等部及び中学校特殊学級在籍者）の受け入れのため、また、財源が限定され、受け
入れ人数が限られることから、養護学校中等部または中学校特殊学級に在籍のものを普通学級在籍
のものよりも一般的には障害の程度が重いとみなして、一律にこれらのものについて収容するとい
う取り扱いをしているものである」「教育委員会の示す解釈、運用は、間接的にせよ養護学校高等部
へ進学するためには、精神障害児童が、義務教育課程において特殊学級への編入を強いることにも
なる点で、ノーマライゼーション（normalization・平準化の意）の趣旨にいささか悖るのではない
かとの疑問が生じ、その政策的当否につき議論の余地がないとはいえないが（……）、これが法律の
明白且つ確定的な文言に反するものとはいえず、本件当時これと異なった行政解釈、通説・判例の
存在、あるいは、右の解釈が明白に誤りであることを示す事実の存在は、これを認めるに足る的確
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な証拠がない」（京都地裁平成 3年 4月 12日判決 判例タイムズ 774号 153頁）
普通学級で義務教育を修了することを選択すると、養護学校高等部入学への道は閉ざされてしま
うというわけである。Xは親の特殊学級入級拒否により普通学級へ入学したが、知的理解到達程度
は 3歳程度で学習内容の理解は不可能であった。中学に至り、高等部進学を希望するなら特殊学級
入級は不可欠の条件であるという校長の度重なる勧めに、親は「ここまで来た以上最後まで頑張る」
と入級を拒否したのであった。
入学をめぐっては、学校選択において統合教育を願う親が増え、特別支援教育の制度も整えられ
つつある。しかしながら、先の花畑東小学校事件の控訴審判決に見られるように、子どもの人生は
一回限りのものであり、教育を受ける権利もくり返すことはできない。教育は行うべき年代におい
て行わなければ、そのおおかたの意義を失ってしまう。「親の頑張り」「親の意見表明権」は、もち
ろんそれとして尊重しなければならないが、障害のある子ども自身のこれまでの人生やこれからの
人生を考えるとき、障害児にとって学校教育は何であったのか、学びとは何であったのかを考えさ
せられる事案である。
(2) 環境整備
子どもが良好な環境の中で学習できることは、障害の有無に拘わらず全ての子ども達に共通して
いるが、とりわけ障害を持つ子どもにとっては教育環境の整備は決定的である。それが不十分なと
きは、子どもや保護者からクレームが寄せられ、紛糾が生じる場合がある。ここでは、普通学級に
在籍した知的障害児童が不登校に至ったのは教育環境整備が不十分であったとして損害賠償を請求
した事件を紹介する。X1とX2は兄弟であり、それぞれ就学前の検診で知的障害中度、知的障害重
度の認定を受けたが、両親が普通学級に入級させることを希望したことから、養護学級在籍の上、
普通学級において障害児教育に理解のある教員を配置し普通学級での教育を行うこととなった。不
登校の際には担当教師が訪問指導を行うなどしていたが、不登校は解決せず、親と学校との話し合
いもこじれて、児童らとその保護者が市に対し、損害賠償と名誉回復措置を求めて提訴したのであ
る。
裁判で検討された教育環境整備義務は次の 3点であった。1.学校長が特殊学級に入級させるか否
かを決定する義務、2.学校長の校内全体の人事配置を決定する義務、3.不登校児童に再度登校を働き
かける義務。第一審判決は、「小学校長が負う教育環境整備義務の内容は、憲法規範を具体化した関
係諸法令によって定めるというべきである」とし、学教法、学教法施行令、学教法施行規則、教基
法の該当文言を挙げ、上記 3つの義務があること自体は、次のようにこれを認めた。「小学校長は、
科学的、教育的、心理学的、医学的見地から諸般の事情を考慮して総合的に評価した上で、当該障
害を有する児童を特殊学級に入級させるか否か決定すべき義務（以下「教育環境整備義務（1）」と
いう。）を負っていると解すべきである」「小学校長は、校内全体の人事配置の均衡を図りながら、
教育的見地から諸般の事情を総合的に判断した上で、その配置を決定すべき義務（以下「教育環境
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整備義務（2）」という。）を負っていると解すべきである」「当該児童が、その在籍する小学校の教
職員による違法な行為ないし不作為によって登校を拒絶するに至った場合等特段の事情が存する場
合には、小学校長は、当該児童が再度登校することができるよう何らかの措置を講じるべき義務（以
下「教育環境整備義務（3）」という。）を負うと解するのが相当である」（大阪地裁平成 12年 2月 17
日判決 判例時報 1741号 113頁）。しかし結論的には、学校側（校長）に義務違反はないとして、
保護者らの請求を認めなかった。控訴審判決も結果としては同旨である（大阪高裁平成 14年 3月 14
日判決 判例タイムズ 1146号 230頁）。
小学校における一斉指導の形態では、なかなか個別の指導・対応が取れず、知的障害のある児童
にとって普通学級での学習内容の理解は非常に困難となろう。学校活動の多くが教科学習であるこ
とを考えれば、集団の中に「いるだけ」の状態を改善すべき教育環境整備とは、授業システムその
ものの見直しであり、その実現がなければ統合教育における障害児の学びは保障されない。
この事案は、障害児の学習権保障の問題としても取り上げられる??が、統合教育が進められるに
つれ、知的障害児や軽度発達障害児の不登校にかかわる訴訟は多くなると思われ、その視点からも
検討されなければならない。親は子どもの何を幸せと考え、教師や学校に何を求めているのか。教
育のプロの目の然るべきアセスメントが発達の段階や状況に応じて行われ、子どもに適した教育を
提供していくことが教育環境整備の核心である。それがなければ、親の学校への不満や不信はます
ます大きくなるばかりである。
２．人的環境
(1) いじめ、差別等、子ども同士のトラブル・事件
いじめは、集団において障害児に限らず外国籍の子どもなど、何らかの「異質」な特徴を持つ子
どもに向けて表れやすい。森田・清水は、「いじめとは、同一集団内の相互作用過程において優位に
たつ一方が、意識的に、あるいは集合的に身体的苦痛を与えることである」???と定義している。次
に紹介するのは、中学校での昼食時間中の暴行傷害事件が障害児差別によるいじめであるとして、
いじめを受けたXと兄と母が市及びXの同級生 2名とその両親に対して起こした損害賠償請求事
件である。
中 3のXは、環対椎形勢不全及び頭蓋底陥入症の素因を持っており、知的障害、交代性斜視のほ
か、二分脊椎症の障害によりうまく排便できないことから臭気の強いおならが出やすい症状を持っ
ていた。昼食時間中に弁当の大きさ等について同級生のY1, Y2からからかわれ反発したところ、そ
のうちの 1人から右側頭部付近を 3回蹴られ、外傷性環軸椎亜脱臼等の障害を負い、軽度の四肢麻
痺、頸部痛、頸部の高度運動制限の後遺症を残した。判決は、本件暴行は偶発的であったとし、い
じめを否定した。そして暴行について、「被告Y1及びY2は、（……）いずれも故意を持って、共同
して原告（X）に対する本件暴行を加えたものであるから、本件暴行により生じた結果についてその
責任を負うべきことは明らかである」と述べて、Y1、Y2に、X1には 634万余円の支払いを、また、
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母親には 167万余円の支払いを命じている。市（学校）の責任については、「（担任は）原告（X）に
対して、放屁を我慢するよう、放屁しないようにきちんと排便するよう、放屁してしまったときに
は周囲のものに謝罪するよう指導するなどして、自らの努力ではどうしようもない原告 (X)の病
気やその感情に対して思い遣りを示さなかったという問題を含んでいたように思われる。」と担任の
配慮が欠けていたことを指摘したものの、「継続的な精神的・肉体的苦痛を受けていたことを認める
に足りる証拠もない」と、本件暴行事件の発生を具体的に予見できたとはいえないとして、これを
否定している。（奈良地裁葛城支部平成 11年 2月 1日判決 判例時報 1730号 77頁）
この他にも、区立の普通小学級に通う障害児（ダウン症）が同級生に階段から突き落とされ、車
イスの生活を余儀なくされる後遺症を負い、区と相手両親に安全配慮義務違反、監督義務違反等で
損害賠償請求の裁判を起こした例もある（平成 15年 8月提訴）。統合教育において、先ず担任が障
害に対する知識や理解を深め学級経営に具体的に反映させることと、さらに、教育のプロとして子
どもの問題行動への気づきや予見の目を持つことが、事件を未然に防止するには必須である。
(2) 教師によるセクハラ・暴行事件
障害のある子どもが被害を受けるセクハラや暴行事件に関して、問題となるのが子どもの証言能
力である。現実の裁判では原告の証言能力が乏しいということで、わいせつ行為の疑いはあっても
証拠不十分で訴えが認められないケースが少なくない。次の事案は、県立養護学校教諭の訪問教育
中に重複障害児（当時 9歳）が処女膜裂傷を負ったことについて、当人と両親が県に対して慰謝料
を請求した裁判である。
Xは脳性まひで心身の発達が遅れていた。事件当時、Xは身長 124cm、体重は 25.2kg。発声はで
きるものの言語を話すことができず、単純な指示以外は言語理解ができず、排泄・食事は介助を要
していた。Y教諭は訪問教育の担任で 2年間Xを担任していた。毎週 2回各 2時間の訪問教育を行
い、主な内容は 2年間を通して散歩学習であった。事件のあった日、Xの母がXの下着に血液が付
着しているのを発見した。同夜Xは 2度の激しい引きつけを起こし、その日以来 1週間便秘が続い
た。担任に問いただすと、いたずらについては否定したが、軽く尻部を叩いたことは認めた。その
後、保護者、Y、校長、教頭、教育委員会担当職員らの 2回の話し合いにおいて、YがXを蹴った
ことについて話が二転三転し、話し合いは決裂した。判決は次のように、若干の疑問を呈しつつ、
結論的には、わいせつ行為をしたことを基礎づけるに足る証拠も不十分であるとして原告の請求を
棄却している。「本件当日の右出血の原因が処女膜破綻である余地が十分存し、さらに右出血は本件
当日原告の母が帰宅し、（Y）が訪問教育を終えて帰った後、はじめてなされた原告の下着の着脱の
際に発見されたものであること、本件当日原告の母が帰宅してから右下着の着脱時までの間に原告
の出血の原因となるような事故があったとはうかがわれないこと、本件当時の原告の発達状態、運
動能力からして、原告が自ら運動等をすることにより処女膜破綻をきたすとは考え難いこと、（Y）
は同年 3月 3日に原告の母から『訪問教育はお断りします。理由は先生がわかるでしょう。』と言わ
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れて、その理由も尋ねないまま『はい、分かりました。』と返答していること、その後事情説明のた
め原告方を訪れた際には、玄関口でいきなり『ご迷惑をかけてどうもすみませんでした。』と言って
誤っていること、（Y）は（X）を蹴ったことを認める発言を二度にわたってするなど、本件後の事
情説明において、原告の出血の原因について身に覚えがないという態度で一貫していたわけではな
いことなどを考え併せれば、右出血は（Y）の関与した人為的な出血であること、すなわち（Y）が
本件当日の午前 10時ころから 11時 30分頃までに間に原告の処女膜破綻の原因となるべき行為を
したのではないかという疑いも否定できない」（大分地裁昭和 63年 3月 28日判決 判例地方自治
80号 44頁）。
控訴審では、わいせつ行為を主位的請求とし、予備的請求に暴行行為への慰謝料を県に請求して
おり、主位的請求は証拠不十分で棄却されたが、予備的請求については認容された。「（Y)の右行為
は、控訴人に対する散歩学習中の出来事であって教育的配慮に基づく部分もあったものと推認でき
ないではないが、その回数や前認定の (Y)自身の認識、さらには後記認定の控訴人に与えた影響の
程度・態様等に照らすと、（Y）教諭の右有形力の行使は、養護担任教諭の教育指導上の措置の範囲
を逸脱した暴行として、違法性を帯びたものであったといわなければならない」（福岡高裁平成 2年
4月 26日判決 判例地方自治 80号 44頁）。
言語表現能力や時間の概念等の乏しい原告から事実が特定できずに証拠不十分となり請求が棄却
される例が多いのも、「障教裁判」の一つの特徴とも言えよう。親は言葉で訴えられない子どもが傷
害を負ったことに憤懣やるかたなく、さらに教師や学校側の対応に不信感を募らせ訴訟に至ったと
思われる。養護学校は訓練や介助等で、教師が児童・生徒の身体に触れることがきわめて多いため、
このような事件が起きると、保護者も学校も大変神経質になる。例えば、養護学校の音楽リズムの
授業で音楽教師の弾く曲に合わせて子どもや他の教師が一緒に歩いたりスキップしたり教室内を動
き、静かな曲で全員床に仰向けに寝て呼吸を整えるという場面を親が見て、「こんな狭い教室で男性
教師の傍に子どもが横になることをくり返していれば、知らない男性が子どもに横になれと言った
時、子どもは抵抗なく従う危険性があるので、こういう授業はやめてほしい。」と親から抗議があり、
その後取りやめになった例もある。教師と児童・生徒はお互いの信頼関係で学校生活が成り立つも
のである。子どもが安心して身を任せなければならない学校現場でのセクハラ事件は、当事者間だ
けでなくそれが及ぼす社会への影響は非常に大きい。
(4) 学生無年金障害者訴訟
学生無年金障害者訴訟とは、大学在学中に疾病にかかり、または傷害を負った原告 4名が、居住
地の都県知事に対し障害基礎年金の支給裁定を申請したところ、昭和 60年改正の国民年金法では
20歳未満の障害者に対しては障害基礎年金を支給することとしながら、20歳以上の学生を強制適用
から除外した規定により、被保険者資格が認められないとして不支給処分を受けたため、国民年金
法の規定が憲法 14条 1項に反する等を理由に不支給決定の取消を求め、また、国に対して立法不作
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為等の違法があったとして、国家賠償を求めた一連の事案を指し、全国で 9つの地方裁判所で同時
提訴された。
X?は昭和 61年大学在学中、バスケットボール部の練習試合中転倒して意識不明となり、脳出血が
確認され 20回余りの手術を受けるが、精神機能低下、四肢麻痺、発声障害、排尿・排泄機能障害等
の後遺症が残り、身体障害程度等級 1級の身体障害者手帳の交付を受けた。X?は昭和 56年大学在学
中、友人と飲酒中に昏倒し、検査の結果橋出血と診断され、脳動静脈奇形型破裂による四肢体幹機
能障害により、身体障害等 1級の身体障害者手帳交付を受けた。X?は昭和 60年大学在学中、普通乗
用車運転中、他車と衝突し両眼球破裂、眼瞼裂傷の障害を負い、両眼失明。身体障害等 1級の身体
障害者手帳交付を受けた。X?は昭和 61年大学在学中、登山中に転落して負傷し昏睡状態となり、急
性硬膜下血腫、脳挫傷との診断で手術を受け、重度失語症と知的障害，体幹バランス等の後遺症があ
り、労働能力はないと診断された。X?ら 4名はそれぞれ平成 10年東京都知事、千葉県知事に対し障
害基礎年金の裁定請求を行ったが、受給要件を満たしていないとして不支給処分を受けたため、社
会保険審査官に審査請求したが棄却裁決され、さらに同審査会に再審査請求をしたが棄却裁決され
たため、本訴を提起したものである。
国民年金法は昭和 34年に制定され、20歳以上の国民が強制適用の対象とされていたが、他の公的
年金制度の適用対象者、その配偶者及び学生等はその適用から除外していた。そのため学生無年金
障害者が発生するようになったため、救済の必要性を訴える声が挙げられた。昭和 60年改正におい
ても学生は強制適用の対象から除外されたままであり、学生無年金障害者の救済措置は講じられな
かった。平成元年の法改正により学生も強制適用の対象に加えられることになり、平成 12年の法改
正により、学生本人の収入を基準とした徴収猶予制度が導入された。
東京訴訟の第一審では、「昭和 34年法が憲法 14条、25条に違反するという原告らの主張は全て失
当であり、採用することができないものといわざるを得ない」とされた。昭和 60年法の違憲性等に
関する 2つの主張、すなわち、学生を強制加入の対象としなかったこと自体が違憲であるとの主張
と、学生について障害を理由とする年金の受給がより容易になるような制度を設けなかったことへ
の違憲性については、第 1の主張は違憲と認められなかったが、第 2の主張については違憲と認め
られた。すなわち、「昭和 60年法については、学生について在学中の障害を理由とする年金の受給
がより容易となるような制度を設けなかった点において、学生以外の法律上当然には被保険者資格
を有しないものとの間に不合理な差別が存在し、憲法 14条に違反する状態が生じており、この点に
ついて、そのような評価を受けない程度に是正する立法上の措置が必要な状態が生じていたと認め
られるところ、その是正措置は、もとより一義的に定まるものではなく、上記の不合理な状態を解
消するに足りる措置としての複数の選択肢の中から、立法者がその裁量に基づいて選択したものを
採用すれば足りるものであったというべきである。（略）しかるに、昭和 60年法制定時には、これ
らの是正措置はいずれも採用されず、上記の差別がそのまま放置されたのであるから、この点にお
いて、同法自体は憲法に違反するものであり、立法不作為の違法が存在したものというべきである」
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（東京地裁平成 16年 3月 24日判決 判例時報 1852号 3頁）。判決では、東京都知事がX?に対して
行った傷害基礎年金を支給しない旨の決定が取り消された。また、国に対してはX?X?X?に各 500万
円の支払いをすることを命じた。
しかし、控訴審判決では逆転した。「昭和 60年の法改正時において、是正措置を取るかどうかは
立法者が立法政策を取捨選択して判断すべきことであり、結果として是正措置を講じていないこと
をもって、憲法 14条に違反する状態が生じていたとはいえない。なお、任意加入率が 1％程度に止
まっていた原因は学生の関心の低さにあり制度の不合理がその原因とはいえず、障害による稼得能
力の喪失に対する備えは本来各個人またはその扶養義務者においてもなすべきものであり、国家が
これに救済措置を講ずるのは後見的な見地からの社会福祉的措置であり、20歳未満障害者と 20歳
になった後に障害を負った学生との取扱いの差違は、立法者の裁量の範囲内の制度選択の結果であ
る」（東京高裁 17年 3月 25日判決 判例時報 1899号 46頁）。
広島訴訟では、昭和 60年と 63年にバイク事故や疾病によりそれぞれ障害を負っている原告X?
X?の訴えに、国家賠償法上違法であるとし、各 200万円の認容額を示した。「昭和 60年法改正の際、
国会及び国会議員が 20歳以上の学生を障害基礎年金の受給対象とするために必要な改正を行わな
かったことの違憲性の程度は『憲法の一義的な文言に違反している』といえる程度まで達しており、
国家賠償上もまた違法というべきである。また、昭和 60年法改正に関して国会及び国会議員に過失
があったということができることは以上の認定から明らかである」（広島地裁平成 17年 3月 3日判
決 判例タイムズ 1187号 165頁）。しかし、控訴審では逆転国側勝訴となった（広島高裁平成 18年
2月 22判決）。他に、福岡訴訟は原告側勝訴（平成 17年 4月 22日判決 裁判例情報）であったが、
以下の訴訟は国側勝訴であり、いずれも控訴中である。京都訴訟（平成 17年 5月 18日、賃社 1405
号）、札幌訴訟（札幌地裁平成 17年 7月 4日 裁判例情報）、岡山訴訟（岡山地裁平成 17年 8月 23
日）、第 2次東京訴訟（東京地地裁平成 17年 10月 27日）、大阪訴訟（大阪地裁平成 18年 1月 20日）。
これらをめぐっては現在各地で署名活動や集会等の支援運動が広がっている。
なお、東京訴訟第一審を契機として平成 16年 12月「特定障害者に対する特定障害者給付金の支
給に関する法律」が成立し、平成 17年 4月 1日より施行された。支給対象者は平成 3年 3月以前に
国民年金任意加入対象であった元学生等で、無年金障害者の救済制度としてスタートした。
担当教師のあり方をめぐる裁判例
１．公務災害
養護学校では教員が子どもの介助・訓練等で腰痛等罹患することがしばしば見られる。これらに
ついては公務起因性が認容されたり否定されたりするが、公務上の傷病判断はどのようになされる
のだろうか。以下の裁判例は、都立養護学校の教員が罹患した腰痛を地方公務員災害補償基金に公
務災害認定請求をしたところ認定されなかったため、都に認定の取消を求めた事案である。
原告Xは都に教員採用以来一貫して都立養護学校で勤務し、13年目に本件養護学校に赴任し、4
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年目の夏に腰痛で受診したところ、「両側仙腸関節炎」後、「腰椎すべり症」さらに「腰椎椎間板変
性症」「腰椎不安定症」等で 4年半にわたり通院加療と入院休業をくり返した。判決では、Xの従事
した公務内容・程度・医学的知見等について詳細に検討された結果、「原告の肥満の程度と腰痛症状
の推移は必ずしも対応していないことからすれば、原告の椎間板変性は、加齢や肥満の影響のほか、
力学的付加も否定できないと考えるのが相当である。また、原告の項背部の痛みは、椎間板変性や
腰椎不安定、腰椎のすべりでは説明できないものであるし、腰部の痛みや下肢のしびれなども、腰
痛（筋・筋膜性腰痛）が病的筋代謝によるものであることからすれば、その原因が椎間板変性に限
るものとは言えず、力学的付加が影響しているものと考えるのが相当である」「1で認定した養護学
校教員の児童に対する指導介助の一連の公務及びその繰り返しは、作業ごとに態様は異なるもので
はあるけれども、間断なく行われるそれぞれの作業が、精神的緊張を伴い、肉体的にも疲労度の高
いものであり、不自然な姿勢で他律的に上肢、頸肩腕部、腰部の瞬発的な筋力を要する作業も多い
といった態様のものであって、これらの部位にかなりの負担のかかる状態で行う作業に当たるもの
ということができ、労働省の指針もこれを裏付けるものといえ」、他にX以外の担当教員には重症心
身障害児介助の経験がなく、Xの負担が大きかったこと、超過勤務が増大していたこと等公務の性
質・内容等に照らし、相当因果関係があるものと認められた（東京地裁平成 12年 12月 20日判決 判
例時報 1740号 93頁）。
公務起因性の立証は自然科学的な証明ではなく、全証拠を総合的に検討されるのが通例である。
公務起因性が認定されなかった裁判例としては、養護学校教諭が校外マラソン指導中急性心不全で
死亡した事案（浦和地裁平成 8年 3月 18日判決 判例地方自治 154号 40頁）、聾学校教諭に発生し
た頸椎変形症が生徒による暴行に起因すると主張した事案（東京地裁平成 2年 1月 26日判決 労働
判例 556号 41頁）等がある。養護学校においては今後さらに重度障害の子どもが増え、公務上教師
の身体にかかる負担は大きくなるだろうが、これを公務災害との関連でどのように扱うべきことと
するかは 1つの重要な課題である。
２．勤務条件・人事
勤務条件・人事の裁判例としては、市立養護学校教諭に対する転任処分取消請求事件（横浜地裁
平成 9年 1月 16日判決 判例タイムズ 953号 115頁）、市立養護学校教諭の出勤簿、休暇承認簿等
公文書公開請求事件（横浜地裁平成 10年 3月 18日判決 判例地方自治 170号 60頁）、県立の知的
障害児施設に勤務する保母の宿直勤務による時間外勤務手当請求事件（那覇地裁昭和 54年 3月 27
日判決 判例時報 943号 114頁）等がある。ここでは、公立聾学校教職員が退職後、教諭への採用
が 7年遅れたことは聴覚障害等を理由とした差別的取扱いであるとし、府に対し損害賠償を請求し
た事案（京都地裁平成 2年 7月 18日判決 判例タイムズ 746号 137頁）を取り上げてみる。
Xは京都府立医科大学予科大学在学中にジフテリアにより聴力が低下し、重度聴覚障害者となり
中退。その後聾学校研究科に入学。同校修了後、夜間旧制立命館専門学校を経て立命館大学を卒業
266 吉 田 惠 子・森 部 英 生
した。教員免許は中学校教諭 1級及び高等学校教諭 2級を取得。昭和 28年から公立聾学校中学部、
国語及び社会科の講師として赴任。翌年からは紳士服科（家庭技芸科）も担当した。Xは 30年間聾
学校で教職員として勤務したが、当初は講師、その後 7年間は助手、昭和 37年から教諭となった。
Xは助手時代も教諭と同様の職務を担当しており、自らの担当する授業はもとより他の非常勤講師
の授業計画作成や指導部職業係、中学部補導係、進路指導等多くの公務を分掌し、また、教職員の
多くは手話を使えなかったため、教職員の求めに応じ手話通訳をし、生徒との意思疎通を図るため
に欠かせない役割を果たしていた。Xは再三にわたり教諭に採用するよう府教育委員会に申し入れ
たが、37年、ようやく採用され、以後紳士服科、染色科、国語、英語の担当教師として勤め、昭和
57年退職した。Xは昭和 58年以降の共済年金の受給申請を行い、支給決定を受けたが、助手であっ
たために年金額が一定額控除された後の額であった。Xはこれを不服として公立学校共済組合審査
会に対し異議申し立てを行ったが却下された。当時は教員免許状を有している者は当初講師として
採用されても半年から 1年後には教諭に採用されるのが通例であり、多数の者がXを飛び越えて
次々と教諭に昇格していった。Y（府）がXを教諭に採用しなかったのは、Xが聴覚障害を有して
いたための差別的取り扱いで不法行為に該当するとしたものであると、人事差別訴訟を起こしたの
である。
判決では、「7年間助手という不合理な身分に据え置いたことにより教諭採用時期が昭和 37年 4
月 1日まで遅れた点でも、教諭採用時期の点で、社会通念上承服しがたい著しい裁量権の 越、濫
用があるといわねばならないが、そもそも同 30年 5月 1日に原告を教諭または助教諭に採用せず、
助手に採用したこと自体が、特に聴覚障害者の差別と強く結びつき、地方公務員法 13条に違反する
点で、著しい裁量権の 越、濫用になり、原告に対する違法行為による権利侵害があったというべ
きである」と、Xの訴えを認容した。また、差別については「不当にも差別されて助手の地位に置
かれたことにともなう屈辱感等の精神的苦痛が基礎となるところ、（X）において、過去の差別的取
扱が年金控除にまで影響することを知ったことにより、右苦痛が鮮明化したともいえるし、年金控
除に関する（X）の相談等に対する教育委員会側の不誠実な態度が、（X）の損害賠償請求の機会を
遅らせ、ひいては（X）に対する差別修復の機会を失する結果となった面が伺われることなどを考慮
するとしても、（略）差別による精神的苦痛は社会的な改革、法律の改正、時間的経過等により日々
薄らいでいく性質のものであること、年金控除にともなう精神的苦痛というのは大部分が補塡され
る性質のものであること」とし、年金控除損害額と慰謝料計 159万余円の支払いをYに命じた。
Xが教諭採用後にYからの差別的取扱や自己の地位を失うことを恐れ、すぐに裁判等を考えられ
なかったことに対して、裁判所は次のように述べている。「民法 166条にいう『権利を行使すること
を得る時』とは法律上の障碍を受けることなく権利者がその権利を主張、行使し得る時であり、法
律上の障碍とは、権利そのものの性質上権利に内在する障碍のことを指し、権利者の不在や疾病、
心理状態などはこれにあたらないものであるから、（X）の主張するような全くの個人的な気持ち、
事情については、権利そのものの性質上権利に内在する障碍とはいえず、法律上の障碍にはあたら
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ない」。
現職の教員が自己の権利に関し教育委員会を提訴することは、よほどの覚悟がないとできないと
思われる。その後も人間関係が継続していく学校組織の中で裁判を起こすことの容易ではないこと
は、子どもや親にとっても同様である。障害を有するXとしてはやむにやまれず府を相手取って訴
訟を提起したのであろう。障害児や親が教師や行政当局を相手としてあえて提訴するときも、おそ
らくはXと同じ心理的障碍を伴い、苦しい決断の末にこれをなすのに違いない。
３．理念・イデオロギー等
養護学校における教育では、児童生徒は教育内容に対する批判能力が十分でないため、教師の影
響力はとりわけ強い。その中で、教師の個人的・政治的な市民としての価値観や理念・イデオロギー
はどのように認められ、あるいは認められないのか。次の事案は、公立学校の入学式において掲揚
された日の丸を養護学校の教諭らが引き降ろし、県教育委員会から文書訓告を受けたことに対する
処分取消等請求事件である。
Xら県立養護学校教諭 3名は、平成 5年 4月 5日入学式当日の午前中、日の丸掲揚に反対する立
場を貫くため有給休暇を取得し、入学式の始まった 10時頃、校庭の掲揚ポールに掲揚された日の丸
を引き降ろし、風呂敷に包んで持ち去り更衣室内のロッカーに保管し、入学式が終わり生徒の下校
後校長に返還した。本件行為による入学式進行の影響はなかった。Y（県教委）は 11月 16日、Xら
3名に文書訓告した。その後XらはYに不利益処分に関する不服申し立てをしたが却下されたの
で、提訴に及んだのである。判決は次のように述べてXらの訴えを斥けた。「（X）らは職員会議の
決定に反し、または職員会議を無視したものであるとして国旗の掲揚が権限に基づかないと主張す
る。しかしながら、学校において最終的な意思決定を行い、これについて最終的な責任を負担する
のは、校務をつかさどる地位にある校長であって、職員会議は法令上の根拠があるものではなく、
決議機関ともいえず、校長の公務遂行上の補助機関と解すべきであるから、校長が公務を行うに当
たって職員会議の意見を尊重するのが望ましいとはいえても、その意見は校長を拘束するものでは
なく、校長の公務として国旗を掲揚する権限に影響を与えるものではない。」「憲法 26条の規定する
子どもの教育は、教育を施す者の支配的機能ではなく、何よりもまず、子どもの学習をする権利に
対応し、その充足を図りうる立場にある者の責務に属するものとしてとらえられるべきものであっ
て、原告らの権利としてとらえることはできない。加えて、普通教育及び養護学校における教育の
場合には、大学教育等に較べると、児童生徒に教授内容を批判する能力がなく、教師が児童生徒に
対して強い影響力、支配力を有することを考慮すると、教師に完全な教育の自由を認めることはで
きないというべきであるから、日の丸の掲揚が憲法 26条に違反するということはできない」（横浜
地裁平成 10年 4月 14日判決 判例タイムズ 1035号 125頁）。いわゆる旭川学テ事件最高裁判決
（最高裁大法廷昭和 51年 5月 21日判決 判例時報 814号 33頁）の論理を引用していることが分か
る。
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障害児教育における教師の教育理念や主義主張は、その是非はともかくとして、子どもたちに対
する影響はことのほか大きい。都立七生養護学校等の性教育をめぐって人権救済の申し立てがなさ
れた事案（平成 16年 12月 22日）も、同校教員らの性教育の考え方（理念）に係るケースと言えよ
う。さらに、聾学校における「日本手話」使用をめぐり、聾児の言語権に関する人権救済申し立て
が日弁連に対して行われた事案（平成 15年 5月 27日）も教育理念を問うものと言えるかもしれな
い。
若干の考察
?障教裁判」全般を通覧すると、次のような幾つかの特徴があることが認められる。
①就学に関して、親側の要求と学校・行政側の意向との間にしばしばギャップが生じる。②学校事
故等で障害を負った場合、原障害が加わってその障害の程度がはなはだしく複雑で重くなる。③「労
働」という尺度からの逸失利益が否定されて、障害児の損害賠償額が低く算定される傾向にある。
④障害児の証言能力の問題から事件の事実が容易に認定されないまま請求が却下されるケースが多
い。⑤就学・セクハラ事件等では原告側に支援団体が結成されて広く人権運動等に拡がる、等であ
る。
以下、これら「障教裁判」に見られる特徴をもとに、障害児教育をめぐる幾つかの問題を若干考
察してみる。
１．親と学校
子どもの就学をめぐって親と学校との見解の相違が大きいことが、「障教裁判」で見られる 1つの
顕著な特徴である。例えば、子どもを「普通学校」ないし「普通学級」で学習させようとする保護
者側と、養護学校ないしは「特殊学級」で学習させるのが適切だと考える学校・行政当局との間で
意見の相違が明らかになる場合、保護者側が自らの主張を貫いて希望どおりの学校・学級に子ども
を在籍させることになっても、結局はそこでうまく子どもが学習できずにトラブルとなるケースが
見られる。そうした事件では、仮に勝訴しても、果たして子どもにとってそれがどういう意味を持
つのかいささか疑問が残る事案もないわけではない。
近くの「普通学校」「普通学級」の方が通学に便利であるからとか、「特殊学校」「特殊学級」に通
わせることによるある種の「レッテル」を嫌うといった理由だけで親が就学先を選択することが、
果たして当該子どもにとって良いことかどうかは、単純に判断することはできない。障害のある子
どもも、障害のない子どもと全く同じように、その自由や権利、尊厳において平等であるけれども、
障害があるという事実をなくすことはできない。障害を有しつつなお障害のない者と全く同じ自由
と権利を享受していく上で、しかし、障害を有している者であるが故の独自の文化がそこには存在
しうる。「普通人」はそうしたことを考慮せずに、ただ形式的に障害児を「普通児」に近づけようと
するなら、障害児は至って戸惑うばかりではないだろうか。
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親のさまざまなニーズは、もとよりそれとして十分理解できるとしても、それに必ずしも全て応
えられない教育現場や教育行政の現実もある。何よりも子どもの教育的ニーズを親が正確に把握し、
どうすることがその子どもにとって最適であるかを、学校との共通理解のもとに、親も「賢慮」を
持って臨むことが不可欠であるように思われる。これを就学について言えば、就学基準が弾力化さ
れたのに伴い、専門家の意見とともに、親側の意見を聞くことが就学先の決定には重要な要素となっ
ているが、この場面で、学校・行政・専門家の、科学的・合理的で納得のいく説明がなされる必要
があるのである。
次に、養護学校等における障害児の親と学校（教師）との関係を見ると、登下校時に教師と親と
のやりとりがあり、気になる子どもの健康状態や学校での様子を相互に伝え合う。その他、担任は
連絡ノート等で学校での様子を細かく親に伝えるなど、教師と親との接触・連絡は普通学校以上に
頻繁で密である。親が言語表現の乏しい子どもから学校での様子を知る術は、先の連絡や子どもの
表情や身体の様子からであり、それだけに親は、学校からの様々な情報に神経をとがらせるのであ
る。こうした情報が不十分であったりするときは、親の学校・教師に対する不満が蓄積されること
となるわけである。
一方、学校は子どもの怪我にはことのほか神経質になる。そして、ひとたび事故等が発生した場
合、学校（教師）の初期対応が遅かったり誠意が十分尽くされないときは、親の学校不信が募り、
双方の間で問題がこじれて、本来なら当事者の間で自主的に解決できるようなケースでも裁判に持
ち込まれることになるのである。「障教裁判」の中にはそうした事例が幾つか見出される。
２．障害児教育担当教員の専門性
?障教裁判」の中には、子どもが教師の指示に従わないために教師が暴行を加えた事案も含まれて
いる。それは、障害児教育に携わる教師の教育力が問われるケースにほかならない。子どもを力で
抑えることは、障害児教育に限らず、最も安易な方法で、教師としては避けなければならないもの
であるが、障害児教育にあってはとりわけそうである。障害のある子どもは、ただでさえ弱いのだ
からである。そのような障害に対する慎重で深い理解を前提とするのでなければ、障害児教育を担
当することはできない。子どもや親の、もしかすると言葉で表現されないでいる種々の教育的ニー
ズを的確に把握し、それに応えるよう教育的サービスを供給するのが、教師に求められる専門性で
あろう。
また、子どもの障害の重度化・重複化が進む中、医療的ケアを含んで教師の専門的知見が求めら
れる事案も見受けられる。各専門職が学校に配属されているアメリカなどとは異なり、日本の養護
学校では、子どもの学習に加えて摂食指導、排泄、自立活動等、生活全般にかかわる指導が一人の
教師に課せられており、教師の責任・負担は大きい。また、養護学校において障害児教育の免許を
有しない教師の割合も大きい。こうした体制を今後も続けることがよいかどうかなど、教員養成や
障害児教育のシステムの課題として、さらに検討を加え、然るべき対応をとることが求められよう。
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さらに、自治体によっては、ALTや臨時教員にセクハラ等防止のマニュアルを配布し、そこで、
子どもを抱き上げてはいけない、身体接触はいけない等の禁止事項を細かく指摘するケースもある
と聞く。学校での教師の振る舞いが裁判になることを事前に防ごうとする意図もあると考えられる
が、一方で、子どもとの接触のあり方等に神経質になればなるほど教育はマニュアル化され、萎縮
し、学校は親に対して防衛を張っていくきらいがある。こうした中で、障害児教育を担う教師たち
の専門性をどのように発揮していくべきか。親と教師と行政当局者が、慎重に共同議論していかな
ければならないであろう。
３．小 結
重度の障害のある子どもにとって、人生は必ずしもそれほど長く保障されていない場合が多い。
短いかもしれないその人生の多くを占める学校で起きたトラブルを、裁判によって解決・処理する
ことは、子どもにも親にも相当の負担である。裁判で争う教育権、人権等の意義は大きいに違いな
く、不合理な損害が救済されたり、当然の権利が回復されたりなど、裁判によってもたらされるさ
まざまなメリットは、もとよりこれを否定することはできないが、裁判に費やすエネルギーは甚大
であり、たとえ裁判に勝ったとしても、子どもも親も学校も、要するに訴えた方も訴えられた方も、
疲弊してしまうのである。
?健常児」は、やがて自立して社会に出、職業を得て然るべき生活を始めることができ、学校も教
育行政もそのことを前提として教育活動を行う。しかし、障害のある子どもについては、多くの場
合、親はその明らかな見通しを持つことができず、むしろ、自らが老いるまで子どもとともに生き
ていかなければならず、親が子どもをあとに残して先に死ぬこともあるのである。就学や事故、さ
らには障害のある子どもの権利の主張は、こうした親の側のどうしようもない不安や焦りに 1つの
淵源を有する。子どもや保護者の権利意識、そして子どもや保護者を支える人たちのそれが高まっ
ていくにしたがい、今後「障教裁判」はますます増えていくと思われるが、こうした「障害児教育
トラブル」で大きなエネルギーを費やし、関係者を無用な負担に陥れないためには、何よりも、障
害のある子どもを支援する仕組みを整え充実させていくことと並んで、障害のある子どもを育てる
親たちをも支援する仕組みを本格化することが不可欠であると考える。そうした仕組みを樹立し、
子どもも親も十分な説明を与えられ、納得の上で適切な教育を受けることができるようにすること
により、不幸な「障教訴訟」の発生は、幾分なりともこれを予防することができるかもしれない。
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障害児教育をめぐる裁判一覧
障害児教育をめぐる裁判一覧（2006年 8月末現在）を以下に示す。№は第 1審判決（決定）が出された年月日順に付
した。なお、同事件に関する裁判は、同№の下に①②……と続けて一括して示した。
「登載誌」に用いた略号は次のとおりである。
判時：判例時報 判タ：判例タイムズ 判自：判例地方自治 労旬：労働旬法
労判：労働判例 家月：家庭裁判所月報 賃社：賃金と社会保障
№ 事 件 内 容 判決年月日 登 載 誌
1 高教組聾学校校長交渉事件に対する暴行、住居
侵入被告事件
浦和地裁 昭和 37年 9月 29日判決
無罪
労旬 472号
2 聾学校教員の氏の変更許可申立 盛岡家裁 昭和 44年 4月 8日審判 判タ 247号 333頁
3 県立盲学校条件付職員解職処分への解職処分取
消請求事件
名古屋地裁 昭和 46年 1月 29日
決定、認容
労旬 771号 3頁
4 体育の授業中抜け出した聾学校の生徒が通りが
かりの少女を乱暴、殺害した事件の損害賠償請
求事件
那覇地裁 昭和 49年 12月 26日判決、
棄却
福岡高裁那覇支部 昭和 51年 2月 27
日判決
季刊教育法 20号 137頁
5 障害者の入試を巡る大学当局と学生間の紛争に
おける建造物侵入事件
大阪地裁 昭和 50年 5月 27日判決 判タ 325号 137頁
判時 786号 22頁
6 養護学校のスクールバスの選定・変更等への損
害賠償請求事件
横浜地裁 昭和 51年 6月 23日判決 判タ 347号 228頁
7
①
甲山事件（知的障害者施設入所の児童 2名が浄
化槽内で死亡した事故）に対する損害賠償控訴、
附帯控訴事件
神戸地裁尼崎支部 昭和 52年 10月 6
日判決
大阪高裁 昭和 55年 8月 26日判決、
控訴棄却（確定）
判時 997号 121頁
272 吉 田 惠 子・森 部 英 生
№ 事 件 内 容 判決年月日 登 載 誌
7
②
甲山事件（知的障害施設園児殺人被告事件）第
一審判決
神戸地裁 昭和 60年 10月 17日判決、
無罪（控訴）
判タ 583号 40頁
判時 1179号 28頁
7
③
甲山事件偽証被告事件① 神戸地裁 昭和 62年 11月 17日判決、
無罪（控訴）
大阪高裁 平成 5年 1月 22日判決、破
棄差戻
差戻し審判神戸地裁 平成 10年 3月
24日判決、無罪（控訴）
判時 1272号 51頁
判時 1561号 141頁
判時 1649号 9頁
7
④
甲山事件偽証被告事件② 差戻前一審神戸地裁 昭和 62年 11月
17日判決
二審大阪高裁 平成 5年 1月 22日判
決
差戻し審判神戸地裁 平成 10年 3月
30日判決、無罪（控訴）
判時 1649号 9頁
8 池に知的障害児が転落死亡した事故の慰謝料請
求事件
札幌地裁 昭和 53年 1月 27日判決、
棄却（確定）
判時 895号 99頁
9 県立知的障害児施設勤務の保母の時間外勤務手
当請求事件
那覇地裁 昭和 54年 3月 27日判決、
認容（確定）
判時 943号 114頁
10 （東京花畑東障害児自主登校・控訴事件）障害
児の統合教育実現のため小学校内への侵入・暴
行事件に対する建造物侵入、暴力行為等処罰に
関する法律違反、暴行被告事件
東京地裁 昭和 55年 9月 9日判決
東京高裁 昭和 57年 1月 28日判決、
控訴棄却
判タ 474号 242頁
11 放課後教師が戸締りをし、知的障害の女子生徒
が暗闇に監禁され、心因性の精神障害を蒙った
事故の損害賠償請求事件
神戸地裁 昭和 57年 12月 16日判決、
一部認容（確定）
判時 1071号 115頁
12 知的障害施設で預かっている児童がてんかん発
作を起こし失明した損害賠償請求各控訴事件
神戸地裁 昭和 58年 7月 1日判決
大阪高裁 昭和 59年 7月 20日判決、
取消・棄却（確定）
判時 1134号 100頁
13
①
戸塚ヨットスクール損害賠償請求事件（情緒障
害の治療のために特別合宿訓練を受けていた生
徒の死亡事故）
大阪地裁 昭和 58年 9月 29日判決、
一部認容
判タ 506号 212頁
判時 1093号 28頁
13
②
戸塚ヨットスクール損害賠償請求事件第二次訴
訟
大阪地裁 昭和 58年 12月 20日判決、
一部認容
判タ 515号 195頁
判時 1108号 107頁
13
③
戸塚ヨットスクール事件統一公判組傷害致死、
監禁致傷、強制わいせつ、監禁、傷害、暴行、
暴力行為等処罰に関する法律違反、強要、監禁
致死被告事件
名古屋地裁 平成 4年 7月 27日判決、
有罪（一部無罪）・控訴
判タ 812号 75頁
判時 1449号 3頁
13
④
戸塚ヨットスクール訓練生死亡損害賠償請求事
件
名古屋地裁 平成 8年 2月 19日判決、
一部認容・控訴
判タ 905号 70頁
判時 1566号 89頁
14 都立養護学校の児童（脳障害）が校外学習中、
車にはねられ死亡した事故の損害賠償請求事件
東京地裁 昭和 60年 2月 14日判決、
棄却（確定）
判時 1194号 89頁
15 市立小学校の特殊学級担任教師が特殊学級に通
級していた知的障害児（先天性脳障害）を体罰
により死亡させた傷害致死被告事件
横浜地裁川崎支部 昭和 62年 8月 26
日判決、有罪（控訴）
判時 1261号 141頁
16 市立中学校生徒が身体障害の同級生に催眠術遊
びと称し、いじめの対象としていたことへの体
罰に対する損害賠償請求事件
静岡地裁 昭和 63年 2月 4日判決、一
部認容・確定
判夕 664号 121頁
17 県立養護学校教諭が訪問教育中、重複障害児に
対して行った疑いの処女膜裂傷、足蹴等暴行に
ついての損害賠償請求事件
大分地裁 昭和 63年 3月 28日判決
福岡高裁 平成 2年 4月 26日原判決
取消・認容・確定
判自 80号 44頁
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№ 事 件 内 容 判決年月日 登 載 誌
18 市立養護学校高等部入学資格確認請求事件 京都地裁 平成元年 1月 11日決定、却
下（確定）
判自 56号 40頁
19 小中高一貫教育の私立学校において精神障害児
が小学校から中学校への進級を拒否された処分
について、私立学校在学関係仮処分申請事件
東京地裁八王子支部 平成元年 6月
23日決定
判時 1323号 97頁
20 中学の同級生が善意で車椅子を押し、傷害を負
わせた事故の損害賠償請求事件
大阪地裁 平成元年 7月 27日判決、一
部認容・控訴
判タ 714号 85頁
判時 1333号 128頁
21 都立聾学校教諭疾病公務外災害認定処分取消請
求事件
東京地裁 平成 2年 1月 26日判決、棄
却
労判 556号 41頁
22 区の在宅障害児訪問指導員が、脳性まひの子ど
もを乗せたベビーカーを横転させた事故の損害
賠償請求事件
東京地裁 平成 2年 6月 11日判決、一
部認容、一部棄却（控訴）
判時 1368号 82頁
23 公立聾学校の教職員の退職後教諭への採用が聴
覚障害を理由に 7年間遅れたことへの損害賠償
請求事件
京都地裁 平成 2年 7月 18日判決、一
部認容・確定
判タ 746号 137頁
24 普通学級から市立養護学校高等部への入学願書
を不受理された知的障害児の入学願書不受理処
分取消等請求、損害賠償請求事件
京都地裁 平成 3年 4月 12日判決、却
下、請求破棄・控訴
判タ 774号 153頁
判自 89号 42頁
25
①
進行性筋ジストロフィーの入学志願者に対し、
その障害を理由に入学不許可とした処分に対す
る、市立高校不合格処分執行停止申立事件
神戸地裁 平成 3年 7月 22日決定、却
下・即時抗告
大阪高裁 平成 3年 11月 15日決定
抗告棄却・確定
判タ 775号 92頁
判時 1392号 37頁
判タ 780号 164頁
25
②
進行性筋ジストロフィー患者の市立高校への入
学不許可処分取消等請求
神戸地裁 平成 4年 3月 13日判決、一
部認容・確定
判タ 780号 141頁
判時 1414号 26頁
26 県立養護学校高等部 2年在学生徒（自閉症）の
水泳授業中の溺死事故に対する損害賠償請求事
件
横浜地裁 平成 4年 3月 5日判決、一
部認容・控訴
東京高裁 平成 6年 11月 29日判決、
一部変更（確定）
判タ 789号 213頁
判時 1451号 147頁
判時 1516号 78頁
27 特殊学級在籍中の中学生が、校外学習で参加し
たフィールドアスレチックで転落負傷した事故
に対する損害賠償請求事件
千葉地裁松戸支部 平成 4年 3月 25
日判決
判時 1438号 107頁
判タ 792号 131頁
28 府立養護学校の授業終了後、要配慮児童（脳梁
欠損症、多動性）が外出し列車にはねられ死亡
した事故の損害賠償請求事件
京都地裁 平成 5年 3月 19日判決、一
部認容・一部棄却・控訴
判自 115号 39頁
29 養護学校高等部 2年在籍の男子生徒（視力障
害・中度知的障害・左半身麻痺・てんかん等）
への体罰事件に対する損害賠償請求事件
名古屋地裁 平成 5年 6月 21日判決、
一部認容・控訴
名古屋高裁 平成 7年 11月 27日判決
原判決取消・棄却（上告）
最高裁 平成 10年 11月 9日上告棄
却、確定
判タ 838号 255頁
判時 1487号 83頁
判自 147号 46頁
30 肢体不自由（脊髄損傷、車いす）女子中学生の
市立中学校特殊学級入級措置処分取消等請求事
件
旭川地裁 平成 5年 10月 26日判決、
一部認容・控訴棄却、確定
札幌高裁 平成 6年 5月 24日判決、控
訴棄却・確定
判タ 853号 90頁
判時 1490号 48頁
判タ 854号 102頁
判時 1519号 67頁
31
①
風の子学園事件（非行・登校拒否等の問題児の
矯正施設内で園児らをコンテナに監禁して死傷
させたことなどについての、監禁致死、監禁、
監禁致傷、障害被告事件）
広島地裁福山支部 平成 7年 5月 17
日 判決、有罪（控訴）
広島高裁 平成 9年 7月 15日判決、破
棄自判（上告）
判時 1535号 30頁
判時 1624号 145頁
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31
②
風の子学園事件で、同園の安全性を看過し入園
を勧めた市立中学校及び市立センター側に過失
があるとして市に対して求めた損害賠償請求事
件
神戸地裁姫路支部 平成 9年 11月 17
日判決、一部認容、一部棄却（控訴）
判時 1648号 86頁
32 盲学校教諭がシンポジウム会場におけるビラ配
布、情宣活動を理由とした戒告処分について懲
戒戒告処分取消等請求事件
東京地裁 平成 7年 4月 20日判決、棄
却
労判 687号 88頁
33 養護学校教員の腰椎分離症公務外認定処分取消
請求事件
大阪地裁 平成 7年 6月 12日判決、認
容・確定
判タ 896号 153頁
34 喘息転地療養のため養護学校の寮生活後、市立
小学校に転入した児童に対する担任教師の言動
への損害賠償請求事件
東京地裁 平成 8年 1月 26日判決、棄
却（控訴）
判時 1568号 80頁
35 冠攣縮性狭心症の疾患を有する養護学校の教諭
が、校外マラソン指導中急性心不全で死亡した
事案の公務外認定処分取消請求事件
浦和地裁 平成 8年 3月 18日判決、棄
却・控訴
判自 154号 40頁
36 障害者通園施設に通う女児に運動会練習での保
母の暴行に対する損害賠償請求事件
東京地裁 平成 8年 11月 26日判決、
東京高裁 平成 10年 10月 9日判決
37 市立養護学校教諭に対する転任処分取消請求事
件
横浜地裁 平成 9年 1月 16日判決、却
下・控訴
判タ 953号 115頁
38 てんかん治療のため入院し養護学校の院内学級
に在籍していた生徒に対し、市教育委員会が普
通中学校に就学指定した処分の就学指定処分取
消請求事件
大阪地裁 平成 9年 10月 29日判決、
認容・確定
判タ 968号 136頁
39 養護学校の教諭が脳性まひで頸の座らない児童
にスモックを着せる際発症した腰椎捻挫につい
ての公務外認定処分取消請求事件
東京地裁 平成 9年 10月 30日判決、
認容・確定
判タ 971号 118頁
判時 1630号 140頁
40 養護学校教諭出勤簿等公文書公開請求処分取消
等請求事件
横浜地裁 平成 10年 3月 18日判決、
一部認容・一部棄却・確定
判自 179号 60頁
41 県立養護学校の教諭が平成 5年度入学式におい
て掲揚された日の丸を引き下ろし県教育委員会
より文書訓告を受けたことに対する、訓告処分
取消等請求事件
横浜地裁 平成 10年 4月 14日判決、
一部却下、一部棄却・確定
判タ 1035号 125頁
42 市立養護学校旅行命令簿非公開決定等取消請求
事件
横浜地裁 平成 11年 1月 25日判決、
一部却下一部棄却（確定）
判自 194号 82頁
43 中学校での昼食時間中の暴行による傷害事件が
障害児差別に基づくいじめによるものであると
し、市に対する損害賠償請求事件
奈良地裁葛城支部 平成 11年 2月 1
日判決、一部認容、一部棄却（確定）
判時 1730号 77頁
44 脳性まひの生徒が公立高等学校受験に不合格と
なったのは、事実と異なる記載によるものとし
た養護学校行政情報抹消等請求事件
浦和地裁 平成 11年 3月 1日判決、一
部認容・確定
判タ 1021号 136頁
45 県立盲学校の教師が視覚障害の女子生徒にわい
せつな行為をした事件
岐阜
平成 11年 9月初公判
毎日新聞平成 11年 11月
16日
46 市立中学校で知的障害の女生徒にわいせつ行為
をした養護学校担当教諭に対する青少年保護育
成条例違反事件
横浜地裁川崎支部 平成 11年 6月 21
日判決、控訴
東京高裁 平成 12年 11月 20日判決、
控訴棄却
47 府立養護学校公務外認定処分取消請求事件 京都地裁 平成 11年 7月 9日判決、容
認（確定）
労判 773号 39頁
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48 知的障害中度、重度の児童らの不登校に対する
損害賠償等請求事件
大阪地裁 平成 12年 2月 17日判決、
棄却（控訴）
大阪高裁 平成 14年 3月 14日判決、
控訴棄却・上告、上告受理申立（後上
告棄却、上告不受理）
判時 1741号 101頁
判タ 1054号 145頁
判タ 1146号 230頁
49 知的障害のある女子生徒に準強制わいせつ容疑
で逮捕された中三男子 4名に対する少年審判
鹿児島家裁 平成 12年 3月決定、抗告
福岡高裁宮崎支部、平成 12年 5月破棄
差戻し
鹿児島家裁 平成 12年 6月決定、再度
抗告
福岡高裁宮崎支部、平成 12年 8月再度
差戻し
鹿児島家裁、平成 12年 9月 25日最終
決定、不処分
50 養護学校教諭が憲法 9条の条文が書かれたポロ
シャツを着たことで文書訓告を受けたことに対
する損害賠償請求訴訟
福岡地裁 平成 12年 7月判決
51 都立養護学校の教員が罹患した腰痛について公
務外認定処分取消請求事件
東京地裁 平成 12年 12月 20日判決、
認容（確定）
判時 1740号 93頁
52 児童養護施設園長の虐待（恩寵園問題）に対す
る県への損害賠償請求事件
千葉地裁 平成 13年 1月 27日 判
決
53 身体障害のある中学生が別の中学校の生徒 7人
に集団暴行を受け、志望する高校に進学できな
かったことに対する損害賠償事件
横浜地裁 平成 13年 2月 9日判決
54 都立養護学校教諭が校舎落成式式典で掲揚され
ていた日の丸を引き下ろして隠匿し、戒告処分
されたことに対する戒告処分取消等請求事件
東京地裁 平成 13年 3月 22日判決
東京高裁 平成 14年 1月 28日判決、
控訴棄却（上告）
判時 1792号 52頁
55 日の丸訴訟（県立養護学校教諭らが県教育委員
会から受けた懲戒処分について取消を求める①
戒告処分取消等請求事件②減給処分取消等請求
事件）
大津地裁 平成 13年 5月 7日判決、請
求棄却・控訴
判タ 1087号 117頁
判自 221号 42頁
56 障害を有する児童の白内障にかかわる医者の診
断を、小学校が親へ報告しなかったことから失
明寸前にいたったことに対する報告義務違反等
損害賠償請求事件
大阪地裁 平成 14年 1月 18日判決、
一部認容、一部棄却・控訴
大阪高裁判決 平成 15年 5月 16日判
決 一部認容、一部棄却
57 市立知的障害児通園施設さざんか学園事件公務
外認定処分取消請求事件
横浜地裁 平成 14年 7月 30日判決、
認容
58 障害を持つ中 1女子の小 1～3当時の学習指導
要録と就学指導調査個票開示を求める訴訟
静岡地裁 平成 14年 10月 31日判決、
一部認容
大阪高法研HP
 
59 2歳男児（発達障害）の児童福祉施設入所の承認
申立事件
岡山家裁、平成 15年 5月 8日審判、承
認（確定）
家月 56巻 1号 128頁
60 発達上の障害の小学 4年男児の児童福祉施設入
所措置承認申立て・即時抗告事件
さいたま家裁川越支部 平成 15年 10
月 8日審判、承認（即時抗告）
東京高裁 平成 15年 12月 26日決定、
変更確定）
家月 56巻 9号 38頁
家月 56巻 9号 35頁
61 「保育にかける」障害児童の市保育所入所拒否
に対する保育実施不可欠処分取消等請求事件、
行政処分取消損害賠償請求事件、行政処分取消
損害賠償請求事件
さいたま地裁 平成 16年 1月 28日判
決 一部認容・一部棄却（確定）
判自 255号 78頁
賃社 1365号 48頁
保育情報 334合 20頁季
刊教育法 144号 68頁
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62 学生無年金障害者東京訴訟（各障害基礎年金不
支給決定取消等請求控訴事件）
東京地裁判決 平成 16年 3月 24日
東京高裁 平成 17年 3月 25日判決、
一部取消（上告）
判時 1852号 3頁
判時 1899号 46頁
63 学生無年金障害者岩手、新潟訴訟（各障害基礎
年金不支給決定取消等請求控訴事件）
岩手地裁、新潟地裁 平成 16年 10月
28日判決
新潟地裁に係る東京高裁 平成 17年
9月 15日判決、国側勝訴
賃社 1382号 46頁
64 PTSDと診断された 8歳女児の児童養護施設入
所承認申立事件
千葉家裁松戸支部 平成 16年 6月 16
日審判、承認（即時抗告棄却・確定）
家月 56巻 12号 122頁
65 養護教諭が障害児（脳性まひによる四肢体幹機
能障害）に動作訓練を施した際に、児童が骨折
し死亡したことについての損害賠償請求事件
大分地裁 平成 16年 7月 29日判決、
一部認容・控訴
判タ 1200号 165頁
66 学生無年金障害者広島訴訟（障害基礎年金不支
給決定取消等請求控訴事件）
広島地裁 平成 17年 3月 3日判決、原
告側勝訴
広島高裁 平成 18年 2月 22日判決、
国側勝訴
判タ 1187号 165頁
67 学生無年金障害者福岡訴訟（各障害基礎年金不
支給決定取消等請求控訴事件）
福岡地裁 平成 17年 4月 22日判決
原告側勝訴
最高裁判所HP「裁判例
情報」
68 北九州市の小・中・養護学校君が代拒否にたい
する減給処分取消請求、損害賠償事件
福岡地裁 平成 17年 4月 27日 判
決
朝日新聞縮刷版
69 知的障害の女児 2名に教師による強制わいせつ
事件
千葉地裁 平成 17年 4月 28日判決
無罪、控訴
東京高裁 平成 18年 2月判決 無罪
（この後、千葉地裁に損害賠償請求訴
訟を起こす）
朝日新聞縮刷版
70 学生無年金障害者京都訴訟（各障害基礎年金不
支給決定取消等請求控訴事件）
京都地裁判決、国側勝訴
平成 17年 5月 18日
賃社 1405号
71 町立幼稚園障害児（歩行障害、他）入園不許可
に対する仮の義務付け申し立て事件
徳島地裁決定
平成 17年 6月 7日
判自 270号 48頁
72 学生無年金障害者札幌訴訟（各障害基礎年金不
支給決定取消等請求控訴事件）
札幌地裁判決、国側勝訴
平成 17年 7月 4日
最高裁判所HP「裁判例
情報」
73 学生無年金障害者岡山訴訟（各障害基礎年金不
支給決定取消等請求控訴事件）
岡山地裁、国側勝訴
平成 17年 8月 23日
74 学生無年金障害者第二次東京訴訟（各障害基礎
年金不支給決定取消等請求控訴事件）
東京地裁判決、国側勝訴
平成 17年 10月 27日
賃社 1409・1410合併号
75 県立聾学校中学部の生徒が指導補導する教諭よ
り暴行を受け、心身ともに障害を受けたことに
対する損害賠償請求事件
神戸地裁 平成 17年 11月 11日判決、
一部認容、一部棄却（控訴）
判時 1918号 48頁
76 学生無年金障害者大阪訴訟（各障害基礎年金不
支給決定取消等請求控訴事件）
大阪地裁 平成 18年 1月 20日判決、
国側勝訴
77 気管切開手術を受け喉に障害の残る児童が普通
保育園入園を不承諾されたことに対する入園承
諾に関する義務付け申立事件
東京地裁 平成 18年 1月 25日決定、
認容（確定）
判時 1931号 10頁
（登載誌欄が空欄の判例については、最高裁判所や行政機関のHPを始め、民間団体、当事者、支援団体等のHPなどで閲覧可
能である。ここでは、ある程度の期間、ネット上の閲覧が可能であると思われる判例については登載誌欄に記載したが、それ以
外は空欄とした。）
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